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はじめに

このマニュアルは、美波町において震度4以上の地震が発生した場合に消防団組織

として、また、消防団員ひとリー人がとるべき基本行動を示したものである。

昨年の東日本大震災では、活動の基軸となる多くの消防団員が犠牲となり、拠点と

なる施設、車両を含めた資機材も大きな被害を受けました。

この「消防団震災対応マニュアル」では、東北の悲劇を教訓とし、すべての消防団

員が_二自分の金.__宝底⊇命を守る」ことを最優先とした行動を原則としています。

また、即座に消防活動に携わることができないことを前提に、組織としての活動を

地域の実情にあった形で明確に示すことにより、現有する消防力を最大限に発揮させ

ることを目的としたものです。

いつ、どこで、どんな災害が発生するか予測することは不可能です。 したがって、

今後も各関係機関と連携 しながら、この震災対応マニュアルに適時適切な見直し作業

を加え、よりきめ細かなマニュアルとすることを常に目標としていくこととします。

基本方針

震災時には、同時多発火災の発生、建物倒壊及び津波等による救助事故の多発、

多数の傷病者の発生など膨大な消防活動が予測される。消防は装備機材等の総力を

結集して災害活動に当たり町民の生命、身体及び財産の保護に当たる。

また、町内会や自主防災組織等の地域密着型の防災活動が被害軽減に著しい成果

を上げることから、本部と連絡を密に取りながらこれら地域防災力と役割分担を踏

まえながら活動を実施する。



第 1消防団員の参集方法

基本的に地震発生時における参集については、団員各自がテレビ、ラジオ及び状

況等で震度及び津波の有無を把握し、「配備基準」に達したら、定められた場所に

自主参集するものとする。

第 2ブト常配備基準

(1)準備体制 (1号配備)
(震度 )

警報 。注意報
階級 消防団員行動

(震度4)

津波注意報

消防団長・副団長 状況により本部へ参集

分団長・副分団長 ※ 状況により本部から召集

班長・団員 ※ 状況により分団長から召集

(2)警戒体制 (2号配備 )
(震度 )

警報・注意報
階級 消防団員行動

(震度 5弱又は5強 )

津波警報

消防団長・副団長 本部へ参集

分団長・副分団長 ※ 状況により本部から招集

班長・団員 ※ 状況により分団長から招集

(3)災害対策本部体制 (3号配備)
(震度 )

警報 。注意報
階級 消防団員行動

(震度 6弱以上 )

大津波警報

消防団長・副団長
本部へ参集

※ 大津波警報発令の場合は避難

分団長・副分団長
分団詰所へ参集

※ 大津波警報発令の場合は避難

班長・団員
分団詰所へ参集

※ 大津波警報発令の場合は避難



【  第1 平常時の対策  】

1 家庭内において

① 消防団員は、各自、非常持出品を準備しておき、非常時における家族との参集
場所や方法を確認しておく。

(例 )家族 3日 分の食料 。飲料水・救急薬品、携帯ラジオ、雨具、懐中電灯、電

池、ちり紙、タオル、下着類、メモ帳、筆記用具、マッチ、ローソク、軍手、

ナイフ、缶切りなど

② 大型家具(タ ンス類、冷蔵庫、テレビ など)の固定やガラスの飛散防止対策を
しておく。

2 消防団活動において

① 常に所在を明確にしておき、最新の災害情報が得られるようにラジオ等の携行
に努め、連絡手段を複数確保する。また、美波町消防団本部と各分団との無線

通信体制 (防災無線、召集メール等)の整備に努める。団員の安否確認のため

の連絡網を整備し、複数の手段を検討しておく。

② 管轄地域の地理、消防用水利、危険要素を調査把握するとともに、避難場所、
避難経路、危険個所の調査把握と非常時の迂回路の選定や誘導方法事前に研究

しておく。

(例)道路 。橋の状況、木造家屋の密集地、山。崖くずれの危険個所、想定津波浸

水地域、広域避難場所への避難時間、山腹崩壊の危険箇所、ブロック塀など

③ 日頃から消防用資機材・救助用資機材 (可搬ポンプ、発電機、投光器など)の
管理や取扱訓練を反復実施しておく。

④ 自己の職の第 2、 第 3代理者を決めておき、代理者に対し、自己の任務等を熟
知させ、有事に備えておく。

⑤ 特殊な精神状態 (興奮、疲労、使命感)と極度の緊張の中でも冷静沈着に活動、
指揮命令できる精神力を養い、健康管理の徹底に努める。



①

②

【 第2 震災発生時の初動対応 】

消防団員の参集は地震の発生をもって「召集が発令」されたものとし、震度区

分により自主参集すること。 (電話連絡はしない)

テレビ、ラジオなどで地震の震度及び津波の有無を確認すること。本マニュア

ルに示す参集基準に達した場合には、家族の安全 (勤務先の被害)に配慮しつ

つ、速やかにそれぞれの分団に参集すること。ただし、津波浸水が予測される

地域においては津波警報が発令された場合、住民に呼びかけ共に避難すること。

津波警報が解除されるまで、津波による浸水が予測される地域では、一切の消

防活動を行わない。遠隔地での地震等、津波到達まで時間の余裕がある場合は、

本部の指示により避難誘導を行うとともに、消防自動車の高台避難を行うこと。

自己又は家族に危険が迫っている、遠隔地にいる等、特別な事情により、参集

することが困難な場合には、その旨を所属分団の上司に連絡し、併せて、連絡

先についても伝達すること。

交通途絶などにより定められた場所に参集することができない場合は、最寄り

の避難場所に参集し、そこでの活動に当たる。 (待機の場合は分団の詰所、ま

たは、地域の公民館、集会所とする。)

自動車は、状況により交通渋滞を引き起こす原因となるので、震度 6弱以上の

場合は、徒歩又は自転車 。バイクなどを使って参集すること。

所属分団への参集に際して、周辺の被害状況の把握に努め、緊急性のあるもの

は本部に連絡すること。

参集する途中で救助を求めている人がいる場合は、人命救助を最優先し、直ち

に救助を行い、被災者の安全を確保した上で参集すること。

通信手段は地震後には電話、携帯電話は非常につながり難く、携帯電話メール

が極めて有用であることから、消防団員は災害時に他の通信手段が無い場合は

「携帯電話メール」を活用すること。
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【 第3 震災消防活動 】

1 状況確認
① 団長は、災害対策本部に参集し、各消防分団の指揮体制を確立する。

② 副団長は、災害対策本部に参集し、消防分団及び避難している自主防災組織、
町内会と連携をとり、状況を随時、災害対策本部へ連絡する。

③ 分団長は、避難場所での下記の状況把握に努め、対策本部に報告する。

・ 避難者の状況を把握する。

(避難者数の把握、重傷者の状況、備蓄物等の状況など)
。 拠点施設、車両、資機材の被害状況を把握し、情報、指示命令、

活動内容等について記録する。

・ 団員の参集状況を把握し、参集途上での被害状況を聴取する。

・ 態勢が整うまでは待機し、無理な行動による二次災害を防ぐ。

2 救出活動等における出動
① 緊急出動
人命捜索、救出活動及び消火活動において緊急を要する場合は、分団長等

は、団員の安全確保を最優先とした活動を実施し、団長に報告する。

留意事項

・ 分団長等は、団員を安全に活動させるため、活動環境を十分に把握したう

えで危険要素等を周知徹底し、効果的な消防活動の実施に努める。ただし、

踏みとどまる勇気を持つことも必要である。

・ 二次災害の防止のため、大津波警報が解除されるまでは、避難先で待機さ

せることを原則とする。また、大規模地震の後には必ず余震があるものと

心得ておき、救助活動等、屋内進入については、特に注意する。

② 緊急出動以外
人命捜索、救出活動及び消火活動を要する場合は、分団長等は、自衛隊・

警察・海部消防組合と連携のもと、団員の安全確保を最優先とした活動を実

施し、団長に報告する。


